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　投稿

小規模地方自治体における
医療費関連指標に関する地域診断と相関分析

－総務省類型による町村Ⅰ－ １を対象として－
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＊ １東京農業大学地域環境科学部准教授　＊ ２一般財団法人身体教育医学研究所研究部長

＊ ３東京大学大学院教育学研究科長・教授　＊ ４同博士課程

目的　本研究は，総務省が平成19（2007）年度に分類した小規模自治体を対象として，老人医療費，
地域差指数，介護費，介護認定率，平均寿命についての地域診断を実施すること，介護費およ
び老人医療費に関連する因子との相関を明らかにすることを目的とした。

方法　総務省はすべての地方自治体を人口と産業構造によって35分類しているが，このうち農山村
が主に含まれる「町村Ⅰ－ １ （人口5,000人未満で，第 ２， ３ 次産業従事者が80％以上，第 ３
次産業従事者55％未満）」を対象とした。最新の平成19年度の分類では，32町村が該当した。
医療関連，介護関連，健康関連の指標は，平成17（2005）年度分公開統計を利用した。具体的
には，国民健康保険（国保）における老人（65歳以上） １人当たり医療費と地域差指数，65歳
以上 １ 人当たり介護費，人口（人口，世帯数），高齢化状況（高齢化率，高齢者に占める後期
高齢者割合，生産人口比率，高齢単身・夫婦・同居の各世帯割合），産業構造（第 １ 次・ ２
次・ ３ 次の各産業従事者割合，人口に占める就業者割合，飲食店数），医療福祉サービス供給
（人口対医療福祉業従事者数），介護依存実態（要介護認定率，介護費用に占める居宅介護費
用割合），健康関連指標（平均寿命），人口対病院数・診療所数，人口対常勤保健師数であった。
地域診断では，各町村における老人医療費，地域差指数，介護費，介護認定率，平均寿命の ５
項目を全国平均と比較してレーダーチャートで示した。その上で，老人医療費と介護費を目的
変数とした重回帰分析を行った。

結果　地域診断では，神恵内村は介護費が安価だが老人医療費が高価な型であった。若桜町と球磨
村は，介護費が高価だが老人医療費が安価な型であった。その他の町村は， ５項目が安定ある
いは良好な型であった。老人医療費と介護費の単相関係数は，ｒ＝－0.13で有意ではなかった。
重回帰分析の結果，老人医療費との標準回帰係数の大きい順に相関の高かった因子は， １人当
たり入院費， １人当たり入院外費であった。介護費では，世帯数，第 ２次産業比率であった。

結論　総務省類型の小規模自治体（町村Ｉ－ １）においては，老人医療費と介護費との相関係数は
低く，類似・相互補完関係など多様であった。小規模町村の評価には，保健・福祉事業の詳細
を把握するような質的分析の必要性が示唆された。

キーワード　地方自治体，老人医療費，介護費，過疎，高齢化

Ⅰ　は　じ　め　に

　厚生労働省の平成19年の統計1）によると，65

歳以上の高齢化率は2006年（平成18年12月）に
は20.8％で，今後も高齢化率は上昇し続け，
2055年には40.5％になると予想されている。こ
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うした中で，国や地方自治体にとって高齢者の
医療費の増大や公的介護保険の負担増が大きな
問題となっている。平均寿命が伸びることは幸
福なことだが，その中でも自立期間が長いこと，
つまり「健康寿命」をいかに延伸させるかが重
要な点である。わが国では，2010年を目処とし
た ９ 項目の具体的な数値目標を設定した施策
「21世紀における国民健康づくり運動（健康日
本21）」2）が展開されているが，間もなくその評
価をする段階にある。
　こうした社会背景において，医療費・介護費
の適正化は各自治体の大きな課題に位置づけら
れ，その解決手段の １つとして生活習慣病予防
や介護予防などの健康増進を図る一次予防が行
われているが，課題解決にどれだけ貢献するか
は十分に検証されているとはいえず，また，実
際の影響を確認するには長期の観察が必要とな
る3）。また，地方自治体にとって，成果として
期待される医療費・介護費の適正化に対する保
健医療福祉施策の影響を適時的に評価すること
は，一定の観察期間を有する点（タイムラグ）
も指摘されている4）。
　ところで，医療費や介護費を考えるとき，相
互補完的な状況が生じている可能性があるため，
医療費や介護費の動向は相互関係や，他の関連
指標と合わせて検討しないと解釈を誤る可能性
がある。さらに，地方自治体における医療費の
高低は重要な議論だが，人口の多い政令指定都
市などの大規模自治体と過疎・高齢化が進みつ
つある小規模自治体では直接的な比較ができな
いことが知られている。地方自治体間の比較を
行うには，同じ規模間で行うことが必要であり，
総務省は人口と産業構造からすべての地方自治
体のグルーピングを行い，類似団体（市町村）
を定めている。医療費や介護負担の問題は全国
ほとんどの地方自治体で共通しているが，限界
集落を有するような山間地域や離島などの小規
模自治体はとくに深刻であり，そうした地方自
治体の医療費関連指標の実態と各指標の相関分
析に関する研究はほとんどなく，リサーチ・ク
エスチョン（研究課題）となっている。
　そこで，本研究は，総務省が平成19（2007）

年度に分類した小規模自治体を対象として，次
のことを明らかにすることを目的とした。老人
医療費，地域差指数，介護費，介護認定率，平
均寿命についての地域診断を実施すること，介
護費および老人医療費に関連する因子との相関
を明らかにすることである。

Ⅱ　方　　　法

（ １）　対象地方自治体の選定
　総務省類型分類（人口および産業構造から分
類）で，町村Ⅰ－ １（人口5,000人未満で，第
２， ３次産業従事者が80％以上，さらに第 ３次
産業従事者が55％未満）には38自治体が合致し
た。その中で，標準的な財政運営を行っている
町村のみとし，総務省が定義する1）平成15年 ４
月 １ 日以降に大規模な合併を行っていないこと，
平成19年度および18年度の決算の実質単年度収
支において著しく多額の赤字を生じていないこ
と，平成19年度決算において地方債の元利償還
金が財政の著しい負担になっていないこと，平
成19年度の財政構造に著しい変化を与えるよう
な災害等の特殊事情が生じていないことなどが
選定の条件となった。さらに， ５自治体が除外
（長野県根羽村，長野県泰阜村，鳥取県日野町，
福岡県東峰村，沖縄県渡名喜村）され，33自治
体になった。また，平成21（2009）年 ８月20日
時点において合併状況を再度確認するために，
公式ホームページの閲覧と直接電話で役場へ問
い合わせを行った結果， １ 村（長野県清内路
村）が合併したために，最終的には32自治体が
研究対象となった。対象自治体の基本特性を表
１に示す。

（ ２）　地域診断の方法
　総務省が自治体の財政の健全化を推進するた
めに作成・公表した「財政比較分析表」を参考
にして，公表済みの厚生統計等において都道府
県・市町村単位の直近の情報が入手可能な平成
17（2005）年度分データを用いて，自治体間で
医療，介護，健康関連指標の相対的な比較を
行った。この手法は，岡田ら3）が（財）ファイ
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ザーリサーチ振興財団から研究助成を
受けて独自に開発した分析ツールであ
る。地域診断として該当する ５つの変
数を入力するとレーダーチャートとし
て，全国平均や都道府県内平均との対
比から示すことができる。
　地域診断で用いる変数は，医療関連
では国民健康保険地域差指数（以下，
地域差指数：年齢構成による差異によ
る医療費給付額の高低の影響を調整し
て各市町村医療費を比較する指標）と
国民健康保険老人 １人当たり年間医療
費（以下，老人医療費），介護関連で
は介護保険第 １号被保険者 １人当たり
年間介護費（以下，介護費）と介護保
険第 １号被保険者の要介護認定率（以
下，介護認定率），健康関連では男女
合わせた平均寿命（以下，平均寿命）
の計 ５項目から構成されている。表 ２
に対象となる32町村について各項目の
実数値を，図 １に参考として，そのう
ち12町村の例をレーダーチャート（全
国平均とも比較できるように百分率）
で示した。

図 １　町村の介護・老人医療費・平均寿命の診断（１２例）

表 １　町村の人口・産業特性

人口
総数
(人)

生産人口
比率
(％)

高齢者
比率
(％)

総人口に
占める
就業者
比率(％)

第 １次
産業比
率(％)

第 ２次
産業比
率(％)

第 ３次
産業比
率(％)

北海道 乙部町 4 816 48.7 30.0 43.0 14.1 32.2 53.7
〃 神恵内村 1 319 52.1 39.0 48.8 19.1 31.1 49.8
〃 古平町 4 021 53.9 32.7 51.4 15.2 36.8 48.0

青森県 今別町 3 816 47.8 37.1 40.8 19.7 32.3 47.8
秋田県 上小阿仁村 3 107 45.4 40.4 42.5 17.2 33.3 49.5
〃 藤里町 4 348 50.7 35.5 47.3 19.1 33.2 47.7
〃 東成瀬村 3 180 53.3 32.2 51.0 17.4 39.1 43.5

山形県 大蔵村 4 226 53.0 30.0 51.1 19.9 35.6 44.4
福島県 磐梯町 3 951 52.5 32.1 49.9 18.2 28.6 53.2
〃 三島町 2 250 46.3 43.2 44.3 14.9 32.0 53.0

群馬県 南牧村 2 929 41.4 53.4 37.2 12.1 39.6 48.3
〃 高山村 4 351 49.8 28.1 47.0 19.6 26.7 53.4

埼玉県 東秩父村 3 795 50.0 28.2 48.0 7.2 39.6 53.2
東京都 青ヶ島村 214 69.2 12.1 68.7 9.5 36.1 54.4
新潟県 刈羽村 4 806 54.8 27.0 53.3 9.8 34.8 54.9
福井県 池田町 3 405 49.3 38.9 47.9 9.7 42.7 47.4
山梨県 道志村 2 051 54.6 27.0 51.9 11.4 40.4 48.2
〃 西桂町 4 850 52.6 19.2 49.8 1.5 47.2 51.3

長野県 青木村 4 774 50.7 31.4 48.7 14.7 39.5 45.3
〃 天龍村 2 002 48.9 48.9 46.4 14.5 38.1 47.4
〃 木祖村 3 361 51.4 33.6 49.5 7.3 37.8 54.8
〃 大桑村 4 457 50.8 33.3 49.0 11.0 44.4 44.6
〃 生坂村 2 160 52.2 37.0 49.4 18.2 40.7 40.8

岐阜県 七宗町 4 870 48.7 33.6 47.3 7.3 44.3 47.9
〃 東白川村 2 854 53.9 35.8 52.9 14.4 43.5 42.0

滋賀県 余呉町 3 931 49.6 31.1 48.2 15.5 31.6 53.0
〃 西浅井町 4 622 48.7 28.1 47.1 5.7 43.2 51.0

奈良県 野迫川村 743 46.7 39.7 41.6 8.4 40.5 51.1
鳥取県 若桜町 4 378 50.1 36.6 47.1 16.1 32.0 51.7
岡山県 西粟倉村 1 684 51.0 34.0 48.3 15.8 33.8 48.5
香川県 直島町 3 538 50.8 28.0 48.8 9.4 37.6 53.1
熊本県 球磨村 4 786 46.6 36.0 45.9 18.7 28.3 53.0

神恵内村 古平町 1人当たり
介護保険費

介護
認定率

平均寿命

国保地域
差指数

国保老人
1人当たり
医療費

0
50
100
150

乙部町 今別町

0
50
100
150

東白川村 余呉町 西浅井町 野迫川村

0
50
100
150

0
50
100
150

0
50
100
150

0
50
100
150

0
50
100
150

0
50
100
150

0
50
100
150

0
50
100
150

0
50
100
150

0
50
100
150

0
50
100
150

若桜町 西粟倉村 直島町 球磨村
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　この百分率の数値は全国平均を100とし，値
が大きいほど良好な方向性を示している。平均
寿命は，（各町村の値／全国平均）×100で算出
し，その他の指標は，（全国平均／各町村の値）
×100で算出した。100を超えるほど，平均寿命
が長い，地域差指数が低い，老人 １人当たりの
医療費が低い，介護認定率が低い， １人当たり
の介護費が低いということである。

（ 3）　老人医療費・介護費と保健医療福祉施策
に関する各指標

　医療関連，介護関連，健康関連の指標は，平
成17（2005）年度分公開統計を利用した。具体
的には，国民健康保険（国保）における老人
（65歳以上） １人当たり医療費と地域差指数，
65歳以上 １人当たり介護費，人口（人口，世帯
数），高齢化状況（高齢化率，高齢者に占める

後期高齢者割合，生産人口比率，高齢単身・夫
婦・同居の各世帯割合），産業構造（第 １ 次・
２次・ ３次の各産業従事者割合，人口に占める
就業者割合，飲食店数），医療福祉サービス供
給（人口対医療福祉業従事者数），介護依存実
態（要介護認定率，介護費用に占める居宅介護
費用割合），健康関連指標（平均寿命），人口対
病院数・診療所数，人口対常勤保健師数であっ
た。なお，市町村データの分析では，人口対病
院数・診療所数，人口対常勤保健師数は，平成
21（2009）年 ８月28～31日に全対象自治体に対
する電話調査で得た平成21年度の数値である。
使用した統計データを一括して参考文献5）－7）に
示した。
　なお，本研究に用いたデータは，公開されて
いる情報であるため，倫理面への配慮はとくに
ない。

（ 4）　統計・分析
　変数間の相関は，ピアソンの積率相関係数を
用いた。老人 １人当たり医療費，65歳以上 １人
当たり介護費それぞれを目的変数とした重回帰
分析を行い，老人医療費・介護費と関連する因
子を明らかにした。重回帰分析は，目的変数と
単相関で有意だった項目の中から項目間の多重
共線性の問題（マルチコリニアリティ）を考慮
して説明変数を絞り込んだうえで，Stepwise法
により行った。有意確率は， ５％未満をもって
関連性があると判断した。統計ソフトは，
SPSS 15.0J for Windowsを用いた。

Ⅲ　結　　　果

（ １）　地域診断
　表 １は，対象町村の人口・産業特性である。
人口は214人（最小：青ヶ島村）から4,870人
（最大：七宗町）となっていた。生産人口比率
は，41.4％（最小：南牧村）から69.２％（最
大：青ヶ島村），高齢者人口比率は，12.1％
（最小：青ヶ島村）から53.4％（最大：南牧
村）となっていた。産業構造としては，いずれ
の町村も第 ２次産業と第 ３次産業が主となって

表 ２　町村の介護・老人医療費・平均寿命の特性
１ 号

被保険者
要介護
認定率
(%)

１ 号被保険者
１人当たり

年間介護保険
費用額(円)

国保老人
１人当たり
年間医療費

(円)

地域差
指数

男女
平均
寿命
(歳)

乙部町 15.6 236 770 935 831 1.061 81.3 
神恵内村 16.0 85 331 1 207 012 1.290 81.3 
古平町 21.0 224 014 978 667 1.378 80.5 
今別町 16.3 194 913 683 530 1.019 80.7 
上小阿仁村 14.3 204 504 712 178 1.069 80.7 
藤里町 20.5 192 459 727 747 0.957 80.6 
東成瀬村 13.4 132 355 603 729 0.804 80.9 
大蔵村 15.6 201 735 557 649 0.950 81.9 
磐梯町 17.2 138 166 722 109 0.871 81.9 
三島町 14.4 125 319 663 549 0.965 82.0 
南牧村 16.4 203 670 699 763 1.032 82.4 
高山村 20.9 111 280 661 655 0.907 82.2 
東秩父村 17.6 216 913 636 696 1.049 82.0 
青ヶ島村 23.3 9 444 1 019 775 0.714 81.8 
刈羽村 13.7 202 423 622 367 0.882 82.4 
池田町 14.9 183 477 741 716 0.994 82.6 
道志村 15.4 61 269 740 507 0.909 81.9 
西桂町 11.7 89 342 792 520 0.835 82.1 
青木村 18.2 197 963 656 177 0.819 83.2 
天龍村 15.6 125 432 583 166 0.895 83.2 
木祖村 16.1 － 705 274 1.023 82.4 
大桑村 16.1 － 652 341 0.880 83.5 
生坂村 13.3 68 534 762 897 1.063 82.8 
七宗町 12.8 95 707 662 406 0.955 82.9 
東白川村 14.3 74 002 675 737 0.825 82.0 
余呉町 13.7 114 351 660 547 0.788 82.3 
西浅井町 15.2 122 748 762 039 1.059 82.4 
野迫川村 14.4 47 677 823 114 1.476 82.4 
若桜町 16.2 306 462 747 573 1.291 81.1 
西粟倉村 16.8 60 440 606 242 0.975 82.7 
直島町 16.9 150 144 833 872 1.353 82.5 
球磨村 17.4 402 107 744 909 1.079 82.4 

注　木祖村・大桑村の欠損値は，「木祖広域連合」の総合会計のため
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いた。
　表 ２は，介護指標・老人医療費・平均寿命の
特性である。介護費は，9,444円（最小：青ヶ
島村）から402,107円（最大：球磨村）となっ
ていた。老人医療費は，557,649円（最小：大
蔵村）から1,207,012円（最大：神恵内村），地
域差指数は，0.714（最小：青ヶ島村）から
1.476（最大：野迫川村）となっていた。平均
寿命は，80.5歳（古平町）から83.5歳（大桑
村）となっていた。
　図 １は，レーダーチャートによる地域診断の
結果の例である。数が多いため，各変数におい
て，全国平均を100とし，それよりも値が大き
いほど良好と考えられる方向性（老人医療費が
低い，介護費が低い，介護認定率が低い，平均
寿命が長い）を示している。特筆すべき町村を
挙げると，神恵内村は介護費が安価ではあるが，
老人医療費が高価な型である。若桜町と球磨村
は，介護費が高価だが，老人医療費が安価な型
である。

（ ２）　相関分析
　表 3は全変数における相関係数である。主要
な ２つの目的変数についての相関係数を記述す
る（他の変数間は紙面の都合で割愛）。老人医
療費と有意な相関があったのは，退職者被保険
者率（ｒ＝－0.40），入院費（ｒ＝0.91），入院
外費（ｒ＝0.39），地域差指数（ｒ＝0.46），平
均寿命（ｒ＝－0.35）であった。介護費は，世
帯数（ｒ＝0.70），総人口（ｒ＝0.63），総人口
に占める就業者数（ｒ＝－0.37），第 ２ 次産業
比率（ｒ＝－0.37），就業者に占める医療福祉
就業者数（ｒ＝0.37）であった。老人医療費と
介護費の相関は，ｒ＝－0.13で有意ではなかっ
た。保健師数と老人医療費および介護費との相
関は，それぞれｒ＝0.19とｒ＝－0.12で有意な
相関はなかった。
　表 4 － １ ， 4 － ２は，それぞれ老人医療費と介
護費を目的変数とした重回帰分析の結果である。
老人医療費は，入院費，入院外費の順で標準偏
回帰係数が高くなっていた。介護費は，世帯数，
第 ２ 次産業比率の順で標準偏回帰係数が高く
なっていた。

表 3　各変数間の相関係数
変数 １ ) ２ ) ３ ) ４ ) ５ ) ６ ) 7 ) ８ ) ９ ) 10) 11)

１ ）総人口 1.00 
２ ）65歳以上人口割合 -0.16 1.00 
３ ）高齢者に占める後期高齢者人口割合 0.03 0.43* 1.00 
４ ）就業者数／総人口 -0.23 -0.73* -0.27 1.00 
５ ）第 １次産業比率 -0.04 0.34 0.20 -0.16 1.00 
６ ）第 ２次産業比率 -0.01 -0.09 -0.13 0.12 -0.71* 1.00 
7 ）第 ３次産業比率 0.08 -0.31 -0.09 0.04 -0.30 -0.46* 1.00 
８ ）医療福祉就業者数/総人口 0.10 0.07 0.26 0.15 0.36* -0.45* 0.15 1.00 
９ ）医療福祉就業者数/就業者 0.19 0.37* 0.35* -0.28 0.42* -0.48* 0.13 0.90* 1.00 
10）一般被保険者率 -0.13 -0.62* -0.52* 0.48* 0.02 -0.05 0.06 -0.10 -0.29 1.00 
11）退職者被保険者率 0.36* 0.23 0.36* -0.30 -0.20 0.17 0.01 0.06 0.18 -0.87* 1.00 
12）老人保健受給率/被保険者 -0.09 0.82* 0.56* -0.54* 0.15 -0.06 -0.11 0.12 0.32 -0.90* 0.57*
13） １ 人当たり入院費 -0.35 0.03 0.02 0.03 0.12 -0.23 0.18 -0.02 -0.05 0.15 -0.34 
14） １ 人当たり入院外費 -0.19 -0.59* -0.44* 0.47* -0.40* 0.14 0.32 -0.06 -0.25 0.48* -0.28 
15） １ 人当たり歯科費 0.02 -0.10 -0.00 0.08 -0.29 0.18 0.11 -0.29 -0.34 -0.08 0.11 
16）老人 １人当たり医療費 -0.32 -0.21 -0.21 0.23 -0.05 -0.12 0.25 -0.02 -0.12 0.31 -0.40*
17）地域差指数 -0.13 0.31 -0.05 -0.40* 0.00 -0.10 0.14 -0.26 -0.10 -0.16 -0.03 
18）平均寿命（合計） -0.01 0.06 0.26 0.03 -0.39* 0.40* -0.07 -0.27 -0.29 -0.46* 0.46*
19）介護認定率 -0.11 -0.25 -0.22 0.35 0.26 -0.41* 0.23 0.21 0.06 0.33 -0.32 
20）全介護保険費に占める居宅介護費比率 0.22 0.09 0.30 -0.17 0.17 0.06 -0.32 0.06 0.13 -0.10 0.22 
21）１号被保険者 １人当たり年間介護保険費用額（円） 0.63* 0.23 0.04 -0.37* 0.27 -0.37* 0.17 0.22 0.37* -0.21 0.19 
22）世帯数 0.92* -0.02 -0.06 -0.34 -0.02 -0.04 0.09 0.08 0.21 -0.23 0.38*
23）65歳以上の親族のいる核家族率 0.08 0.89* 0.29 -0.80* 0.19 0.04 -0.28 0.01 0.35 -0.67* 0.41*
24）飲食店数 0.60* -0.18 -0.07 -0.10 -0.28 0.28 -0.02 -0.07 -0.02 -0.04 0.20 
25）人口対病院数 -0.11 0.18 0.09 -0.07 0.07 -0.04 -0.02 0.06 0.10 0.04 -0.15 
26）人口対診療所数 -0.57* -0.31 -0.33 0.54* -0.21 0.03 0.23 0.07 -0.13 0.36* -0.33 
27）65歳以上人口対介護施設数 0.08 0.41* 0.24 -0.33 0.20 -0.17 -0.00 0.27 0.42* -0.27 0.17 
28）人口対常勤保健師数 -0.23 0.38* 0.21 -0.38* -0.02 0.05 -0.07 -0.31 -0.17 -0.27 0.01 

注　１）　 １ 号被保険者 １人当たり年間介護保険費用額は欠損値があるため，Ｎ＝30で相関係数を算出
　　２）　*：ｐ<0.05
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Ⅳ　考　　　察

　本研究は，過疎化が進む地方自治体を対象と
した医療・保健に関する地域診断と医療費関連
指標の相関分析である。都道府県別8）9）や市町
村別10）11）あるいは二次医療圏内12）13）は行われて
いるが，総務省類型に基づく小規模な町村を対
象とした研究はほとんど実施されていない。
　地域診断としては，各自治体の医療費関連指
標を老人医療費・地域差指数・介護費・介護認
定率・平均寿命で示すことができ，その特性を
わかりやすく示すことができた。その中でも，
介護費安価・医療費高価型や反対に介護費高
価・医療費安価型のような特徴を有する町村も
明確にできている。しかし，老人医療費と介護
費の相関係数は，ｒ＝－0.13で低かった。この
ことは，一概に介護型か医療型かというのでは
なく，より複雑な関連要因の上に介護費・医療
費が決まっていることを示している。先行研究
においては，老人医療費と介護費が類似した地
域差を示すとする報告14）や，老人医療費と介護

費は，類似する傾向を示す面と，相互補完的な
関係から対称的な傾向を示す面の両面があると
する報告3）もある。いずれにしても，医療費の
適正化については，介護費などの関連指標をも
含めて検討する必要性を改めて示している。

表 4 - １ 　 １ 人当たり老人医療費を従属変数とする重回帰分析
標準偏回帰

係数 ｔ値 ｐ値

定数 0.459 0.000 
１ 人当たり入院費 0.870 14.023 0.000 
１ 人当たり入院外費 0.251 4.043 0.000 

重相関係数（二乗) 0.944 
自由度調整重相関係数 0.884 p＜0.05

表 4 - ２ 　 １ 号被保険者 １人当たり年間介護保険費用
　　　　 額（円）を従属変数とする重回帰分析　　

　 標準偏回帰
係数 ｔ値 ｐ値

定数 2.210 0.036 
世帯数 0.670 5.340 0.000 
第 ２次産業比率 -0.302 -2.411 0.023 

重相関係数（二乗） 0.761 
自由度調整重相関係数 0.548 p<0.05

注　Stepwise法による分析

マトリックス
12) 13) 14) 15) 16) 17) 18) 19) 20) 21) 22) 23) 24) 25) 26) 27) 28)

1.00 
0.05 1.00 
-0.56* 0.16 1.00 
0.04 -0.00 0.23 1.00 

-0.17 0.91* 0.39* 0.13 1.00 
0.30 0.52* -0.05 0.25 0.46* 1.00 
0.36* -0.30 0.03 0.19 -0.35* -0.25 1.00 
-0.27 0.23 0.36* -0.27 0.31 0.05 -0.23 1.00 
-0.03 -0.24 -0.13 0.23 -0.30 -0.25 0.01 -0.30 1.00 
0.18 -0.06 -0.33 -0.17 -0.13 0.25 -0.25 0.12 -0.17 1.00 
0.05 -0.18 -0.20 0.04 -0.13 0.08 -0.07 -0.04 0.12 0.70* 1.00 
0.75* -0.08 -0.53* -0.10 -0.28 0.29 0.16 -0.29 0.11 0.33 0.24 1.00 

-0.11 -0.21 -0.04 0.06 -0.08 -0.00 -0.01 -0.09 -0.09 0.21 0.63* 0.05 1.00 
0.06 -0.01 -0.15 0.06 -0.03 -0.12 -0.07 -0.18 0.17 -0.09 -0.06 0.13 -0.14 1.00 
-0.30 0.17 0.62* 0.05 0.33 -0.17 -0.02 0.38* -0.43* -0.34 -0.55* -0.45* -0.38* -0.08 1.00 
0.30 -0.23 -0.14 -0.34 -0.30 -0.00 0.00 0.02 0.00 0.30 0.13 0.35* -0.13 0.09 0.00 1.00 
0.44* 0.36* -0.31 0.14 0.19 0.59* 0.01 -0.23 -0.01 -0.12 -0.12 0.32 0.03 -0.03 -0.37* -0.28 1.00 
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　本研究においても，入院費が老人医療費を決
定する上で圧倒的に大きな要因になっており，
先行研究15）と一致している。老人医療費を抑制
しようとすれば，入院しなければならないほど
重篤な高齢者をいかに出さないか，つまり予防
の必要性が示唆される。一方で，予防が必ずし
も人の生涯にかかる医療費全体の抑制につなが
るわけではないとする報告16）もあり，今後の研
究が期待される。
　一方，介護費に主に影響していた変数は，世
帯数・第 ２次産業比率であり，多重共線性の問
題を排除するために，介護費とより相関の高
かった世帯数が選ばれた。つまり，ここでの世
帯数という変数は，町村の人口規模を表すと解
釈できる。人口規模が大きい町村では，特別養
護老人ホームなどの介護施設が充実しており，
施設（要介護度が高い）を利用する者の割合が
多いために，介護費が高価になる傾向にあると
考えられる。しかし，今回の調査では介護施設
数に関するデータを入手できなかったため，こ
れは推測に留まる。
　ところで，最近では，平均寿命の中で障害期
間を除いた健康寿命が重要視されているが，入
手可能な既存のデータから介護認定の有無だけ
でなく，入院受療の有無を含めた健康余命
DFLEの有用性を示す報告17）もある。こうした
指標を用いた分析も必要であり，今後の研究課
題となった。
　本研究にはいくつかの限界がある。まず，平
成19（2007）年度の総務省の類型区分に基づい
たが，年度ごとに改定がなされており，タイム
ラグの問題がある。間もなく平成22（2010）年
の国勢調査の結果により，再度，最新の事情を
検討することが求められる。
　総務省による同じ選定区分でも地域環境は大
きく異なり（例えば，離島と山間地域との差
異），それ自体が大きな選択バイアスになって
いる可能性がある。小規模自治体であるがゆえ
に，医療費などでは，突発的な高額医療給付者
などがいると大きく平均値が変動し，各数値自
体の安定性についての問題もある。また，サン
プルサイズが32と小さいため，単相関係数では

有意にならないという第 ２種の過誤に加えて，
重回帰分析に用いることができないことで潜在
的な交絡因子を見逃している可能性がある。老
人医療費は国民健康保険に基づいたデータであ
り，他の保険を含んでいないという制約もある。
　最後に，本研究の地域診断の解釈として，町
村ごとのマクロの情報であり，行政施策・サー
ビスの質や住民自身が感じる満足度と一致する
かどうかは不明であることにも注意を払う必要
がある。

Ⅴ　結　　　論

　総務省類型の小規模自治体（町村Ｉ－ １）に
おいては，老人医療費と介護費との相関係数は
低く，類似・相互補完関係になっているところ
もあったが多様であった。小規模町村の評価に
は，保健・福祉事業の詳細を把握するような質
的分析の必要性が示唆された。

　本研究は，平成21年度東京農業大学総合研究
所「若手研究支援プログラム」の研究助成を受
けて実施した。
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